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地域科学技術クラスター連携施策群の目標 

 

当該連携施策群の目標 
 

○究極的目標 

 地域における革新技術・新産業創出を通じた地域経済の活性化を図ること。 

 

○連携施策群の目標 

 ①地域科学技術政策利用者の利便性の向上 

 ②技術シーズから事業化にいたるシームレスな支援体制の構築 

 ③地域クラスター施策の成果分析に基づく効果的施策の検討 

 ④地域クラスターの形成を阻害する規制の改善等 

 ⑤各地域の事情に即した連携の促進 

 

 

群の目標達成に向けた１８年度の具体的活動内容 

 ※（本）…各府省レベルの活動内容、（地）…地域ブロック協議会レベルの活動内容 

① アクションプランの策定（本、地） 

 本年度から、各府省及び地域ブロック協議会ごとに、アクションプランを

定めて活動を展開する。 

② 地域科学技術ポータルサイト、地域における科学技術ウェブサイト等の改善、充

実（本、地） 

 １７年度末に開設した全国レベルのポータルサイトについて、利用者の意

見を反映するなどしながら、より利便性を高めるなどの改善・充実を図る。

地域ブロック協議会ごとのウェブサイトの開設による情報提供等を促進し、

ポータルサイトとリンクした情報ネットワークの構築を図る。 

③ 他府省連携枠等の改善、充実（本） 

 各府省の支援制度間のシームレス化を進めるため連携の仕組みについて、

より効果的な連携となるための方策につき検討するなど、改善・充実を図る。



④ 出先機関への採択権限の委譲検討（本） 

 各府省の支援制度の審査・採択に関して、地域ブロック協議会側から現場

レベルへの委譲の要望が出されていることについて検討を行う。

⑤ 地域ブロック協議会による連携の促進（地、本） 

 連携の大きな主体である地域ブロック協議会の活動について、各地域ブロ

ック協議会においてさらに活性化を図る。 

 全地域の活動の実態把握、活動内容の比較や優れた取り組み事例などに関

する取りまとめ、各地域ブロック間の情報交換、情報提供を促進する。 

⑥ 地域科学技術振興施策に係る合同成果発表会の充実（地） 

⑦ 〃         に係る合同施策説明会・公募説明会の充実（地） 

⑧ その他地域技術関連イベントの共催、共同展示会の充実（本、地） 

⑨ 施策連携による効果、課題の把握（本、地） 

 科学技術振興調整費による調査研究により、調査対象地域の実態を把握し

ながら、施策の効果分析、課題の把握等を的確に行う。各地域ブロック協議

会においても、施策の成果の分析に努める。 

⑩ 地域クラスターの形成を阻害する規制、問題点等の把握（地、本） 

 地域クラスター関連施策の周辺部分を含め、地域クラスターの形成を阻害

する規制や問題点等につき、各地域ブロック協議会において実態に即しなが

ら把握に努めるとともに、国のレベルに関わるものについては、関係府省に

おいて検討を行う。 

⑪ 地域における各種施策との連携（地） 

 地域クラスターのより効果的な形成のため、各地域における独自の施策と

の関係につき検討を行い連携を強化する。 
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１７年度連携施策群（地域科学技術連携群全体）の成果 

 

１．「地域科学技術クラスター」連携群の概要 

 地域における革新技術・新産業創出を通じた地域経済の活性化を図ることを目的に、各

府省の地域科学技術振興施策間の連携の強化、ブロック単位での各府省出先機関間の連

携支援、個別の地域における地域科学技術振興施策以外の施策との連携の推進について、

各府省との調整や各府省に対する提言を行う。 

 

２．「地域科学技術クラスター」連携群の活動状況 

（１）地域ブロック協議会の開催 

 全国 10 ブロック中９ブロックにおいて、地域ブロック協議会・幹事会を開催し、各地域ブロ

ックでの連携の進展の状況のレビュー及び平成 18 年度以降の連携強化等について情報・

意見交換を実施。 

   コーディネーターや内閣府科学技術政策担当も協議会に出席し、地域ブロックの現状を把

握、議論に参加。 

 

（２）ワーキンググループ会合 

ア 日時：平成 17年８月２日（木）10:00～12:00 

イ 内容：①平成１７年度競争的研究資金の公募に係る府省連携について 

  ②各府省の地域科学技術振興に係る平成１７年度施策の整理 

 

（３）タスクフォース会合 

ア 第 1回 

 ① 日時：平成 17年９月６日（火）15:00～17:00 

 ② 内容：・各府省から地域クラスター関連施策の現状と課題を報告、討議 

 ・H17 科学技術振興調整費で実施する課題の検討 

イ 第 2回 

 ① 日時：平成 17年 12月７日（水）10:00～12:00 

 ② 内容：・H17採択課題について各府省に説明し、情報提供及び協力を要請 

ウ 第 3回 

 ① 日時：平成 18年３月 22日（水）10:00～12:00 

 ② 内容：・各府省のH18地域科学技術クラスター関連事業のヒアリング 

          ・連携方策についてフリーディスカッション 

 ・H17 振興調整費調査の進捗状況報告 
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３．補完的課題の概要 

①課題名：「地域イノベーションの構造分析と施策効果」 

②調査機関：（株）三菱総研（責任機関）、横浜国立大学、東京大学、（株）東大総研 

③課題概要：地域の視点に立脚した地域科学技術クラスターを形成するに当たり、①クラス

ター関係施策の現状についての包括的な把握・分析、②地域イノベーションの

波及構造分析、③地域クラスターのネットワーク構造分析を行い、これらの分析

に基づき、効果的な関係府省及び地方自治体の連携を促すためのスキームを

提示し、政策提言を行う。 

④調査結果： 

  サブテーマ１ 地域におけるクラスター関係施策の現状と課題 

 十勝地域（アグリ・食品バイオ）、神戸地域（メディカルバイオ）、北九州地域（半導

体）における施策連携の状況とクラスターの発展に及ぼす影響、その課題について

とりまとめ。 

  サブテーマ２ 地域におけるイノベーションの波及構造分析 

 波及構造分析のための枠組みを提示するとともに、3 地域において試行的に事例

研究を実施 

  サブテーマ３ 地域クラスターのネットワーク分析 

 ネットワーク理論を応用し、地域クラスターにおけるネットワークに着目した分析を

実施（H17 は近畿（メディカルバイオ）、北部九州（半導体）の 2地域）。 

 

４．「地域科学技術クラスター」連携群の活動の成果 

(1) 施策間で連携強化した案件の概要とその成果 

① 連携施策群を構成する施策の抽出 

 平成 17年度 8府省 16施策  

 平成 18年度 8府省 16施策  

 

② 各制度における他府省連携枠の創設 

 それぞれの府省が行う施策をシームレスに結び付けるため、他府省の施策により生み

出された技術を積極的に採択する等の他府省連携を促進 

 1. 知的クラスター創成事業のうち「連携プロジェクト」 

 知的クラスターの成果を産業クラスターに繋げるため、産業クラスター参加企業と大学

との新規共同研究を実施（18億円、採択 18件） 

 2. 地域新生コンソーシアム研究開発事業のうち「他府省連携枠」 

 知的クラスター創成事業等他府省の研究開発施策で生み出された新技術シーズを

切れ目なく実用化・事業家に結びつける（20億円、採択20件） 
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 3. 先端技術を活用した農林水産研究高度化事業のうち「府省連携型研究」 

 他府省の基礎・基盤研究で生まれた技術シーズや他分野の研究成果を農林水産分

野に積極的に応用する研究を推進（１億円、採択 4件） 

 

③ 制度を超えた政策支援面での連携の進展 

 上記の他にも、各地域ブロックにおいて、他府省の研究成果を別な府省の研究と結び

付ける等実質的な府省間連携を行っている。地域新生コンソーシアム研究開発事業のう

ち「一般枠」「中小企業枠」においても、例えば、独立行政法人理化学研究所や独立行政

法人宇宙航空研究開発機構、独立行政法人物質・材料研究機構といった他府省関連の

独立行政法人の参画があるなど実質的な連携が進展している。 

 

④ 各地域ブロックにおける連携の進展（連携の具体例） 

  ア 地域ブロック協議会の開催 

  イ 各地域ブロック内における地域科学技術振興施策についての情報共有 

  ウ 地域科学技術振興施策に係る合同成果発表会の開催 

  エ 〃         に係る合同施策説明会の開催 

  オ その他地域技術関連イベントの共催、共同展示会の実施 

  カ 地域における科学技術ウェブサイト等の開設 

  キ 各機関担当者に対する研修会の実施 

(2) 不必要な重複の排除を行った案件の概要とその成果 

 関係府省連絡会、連携施策群ＷＧ、地域ブロック協議会の開催等情報交換を密に行って

いることにより、各府省の担当者が他府省の施策についてもよく知るようになり、その結果不

必要な施策の重複は発生していない。 

 

(3) その他特記すべき活動内容とその成果 

○ 地域科学技術ポータルサイトの整備 

 地域の企業等関係者等、地域科学技術施策のユーザーが、的確にかつワンストップで

国や地方公共団体等の実施している地域科学技術振興施策に係る情報を取得すること

が可能となる地域科学技術施策全体のポータルサイトを構築した（平成18年３月31日運

用開始）  http://www.prostera.jp/index.php

 ・コンテンツ（5月 22日現在） 

  1. 研究支援策検索    494 件 

  2. 研究テーマ検索  1，437 件 

  3. 地域科学技術関連ニュース 

http://www.prostera.jp/index.php


連携施策群テーマ名  地域科学技術クラスター

施策名 実施主体
　平成１８年度予算
額（百万円）

　戦略重点
科学技術の
対象・非対象

１７年度施策の成果 １７年度施策で実現された連携効果 １８年度施策の概要
１８年度施策で実現されたあるいはされつつあ

る連携効果
備考

沖縄科学技術大学
院大学（仮称）設立

内閣府 7,702
独立行政法人沖縄科学技術研究基盤整備機構が設
立。キャンパス整備のマスタープランを決定

独立行政法人沖縄科学技術研究基
盤整備機構の中期目標等について
は文部科学省と共同で策定。

造成工事の着手等のキャンパス整備に取り組む。ま
た、独立行政法人沖縄科学技術研究基盤整備機構
が実施する研究事業、国際ワークショップ、大学院大
学設置準備等を支援。

独立行政法人沖縄科学技術研究基盤整備機
構の行う大学院大学設置準備についての主務
省は内閣府と文部科学省。

沖縄産学官共同研
究の推進

内閣府 277
沖縄における地域特性を活かした産学官連携による共
同研究開発事業を支援。提案公募方式により１５件を
採択。

本事業のＨ１６年度における採択案
件が、地域新生コンソーシアム研究
開発事業の他府省連携枠にて採択。

沖縄における地域特性を活かした産学官連携による
共同研究開発事業を引き続き支援。

引き続き、各省の地方支分部局である沖縄総
合事務局や沖縄県と密に連絡を取りつつ他事
業との重複排除を図る他、必要に応じて本事
業の成果を他事業へと結び付け事業化を促

戦略的情報通信研
究開発推進制度

総務省 3,209

149件の研究開発課題（継続分を含む。）を実施し、こ
のうち、地域情報通信技術振興型研究開発において
は、65件の応募があり、14件（継続分を含む。）の研究
開発課題を実施した。
各地で行った公募説明会において、他府省の制度パン
フレット等を配置し、出席者に周知した。

大学、企業等の地元への関心、課題
解決に対する意識の向上が図られ、
また、知的クラスター創成事業により
得られた成果をもとにした提案が３件
あった。

147件の研究開発課題を実施し、このうち地域情報
通信技術振興型研究開発においては、43件の応募
があり、24件（継続分を含む。）の研究開発課題を実
施する。
また、平成１７年度に引き続き、公募説明会において
各府省の制度パンフレット等を設置する。

他制度からの継続性等を考慮しつつ、地域特
性への適合性や地域社会・経済活動の活性化
への波及効果等各地域の実状を踏まえた適切
な評価（課題の採択）を推進。

最先端の研究開発
テストベットネット
ワークの構築

総務省 4,470
18年3月末現在で、のべ118プロジェクト・422機関が
JGNⅡを利用し、研究開発を実施

旭川医科大学等による3次元高精細
画像を用いた遠隔医療技術や産業
技術総合研究所等によるグリッドコン
ピューティングに関する技術の研究
開発を実施

17年度に引き続き、JGNⅡを利用した研究開発を促
進

他省庁関連の研究機関との研究開発も含め
て、引き続きJGNⅡを利用した研究開発を促進

知的クラスター創成
事業と都市エリア産
学官連携促進事業

文部科学省 13,972

知的クラスター創成事業を全国１８地域で実施するとと
もに、都市エリア産学官連携促進事業を全国３１地域
（５地域は「発展型」として「骨太の方針２００４」の「モデ
ル事業」として実施）で実施。

経済産業省と連携し、地域クラスター
推進協議会や合同成果発表会、全
国規模の合同成果発表会・フォーラ
ムを共催。平成１７年度は、地域版セ
ミナーを共催（近畿、九州、東北）。産
業クラスター連携プロジェクトを実
施。関係府省と、連携施策群等で連
携

知的クラスター創成事業については、平成１９年度以
後の施策の展開を踏まえた終了評価を実施。都市エ
リア産学官連携促進事業については、地域の自立性
を高めるため、マッチング・ファンド方式に移行。

経済産業省をはじめとする関係府省と連携強
化。地域クラスター推進協議会や合同成果発
表会、全国規模の合同成果発表会・フォーラ
ム、地域版セミナー（関東、四国、北海道）を経
済産業省と共催。関係府省連携プロジェクトを
実施。連携施策群に参画。

地域イノベーション
創出総合支援事業

文部科学省 7,185 重点地域研究開発推進事業を全国１２地域で実施。

文部科学省・経済産業省をはじめと
する関係府省と連携強化し、地域ブ
ロック協議会に参加したほか、全国
規模の合同成果発表会・フォーラム
開催に協力する。

重点地域研究開発推進プログラムを全国１６地域で
実施するとともに、地域結集型研究開発プログラムと
して地域結集型共同研究事業から移行した２課題と
平成１８年度新規採択２課題を実施。

文部科学省・経済産業省をはじめとする関係
府省と連携強化し、地域ブロック協議会に参加
するほか、全国規模の合同成果発表会・フォー
ラム、地域版セミナー（関東、四国、北海道）開
催に協力する。

地域結集型共同研
究事業

文部科学省 3,435 

全国で２１課題（地域）の事業を実施した（うち、５課題
は平成１７年度事業終了、２課題は新規採択）。

文部科学省・経済産業省と連携し、
全国規模の合同成果発表会・フォー
ラムや地域セミナー（近畿、九州、東
北）を協力して開催した。

引き続き全国で１４課題（地域）の事業を実施。事業
スキームを変更した平成１７年度採択２課題につい
ては、地域イノベーション創出総合支援事業の枠組
みで実施。

文部科学省・経済産業省をはじめとする関係
府省と連携強化し、全国規模の合同成果発表
会・フォーラム、地域版セミナー（関東、四国、
北海道）開催に協力する。

医薬基盤研究所 厚生労働省 11443の内数

一部該当（基
盤的研究事
業、生物資
源研究開発
業務、研究
開発振興業
務）

彩都地区や近畿地区のバイオ関連研究機関や企業等
と定期的に情報交換の機会を設けるため、各種地域
連携に係る会議に参加しているところ。
また、周辺大学の連携大学院となり、大学院生の受け
入れや大学との共同研究を推進した。
また、周辺地域の産学官連携を推進すべく「医薬基盤
研究所フォーラム」等を開催した。

関係省間での事業の確認を行い、不
必要な重複がないことが明らかに
なった。

今後とも中期計画等に則り、大学、試験研究機関、
民間企業等との研究交流や、周辺大学の連携大学
院となり、大学院生の受け入れを通じた交流を推進
する。

関係省間での事業の確認を行い、不必要な重
複がないことが明らかになった。

先端技術を活用した
農林水産研究高度
化事業

農林水産省 4,872

対象
（ライフサイ
エンス分野、
国際競争力
を向上させる
安全な食料
の生産・供給
科学技術）

他府省の基礎・基盤的研究で生まれた技術シーズや
他分野の研究成果を農林水産分野に積極的に応用す
る「府省連携型研究」を平成１７年度から実施してい
る。

「府省連携型研究」４課題を実施中
①安心感・信頼感の高いワクチン接
種キュウリ苗のオンデマンド供給（研
究期間３年）
②ＣＲＥ－Ｔ法による新規形質花きの
作出と分子育種技法としての確立（３
年）
③重イオンビーム照射による組換え
花卉高品位化技術の開発（３年）
④スギ・ヒノキ材を使用した耐火性複
合構造材の開発（２年）

他府省の基礎・基盤的研究で生まれた技術シーズや
他分野の研究成果を農林水産分野に積極的に応用
する「府省連携型研究」を引き続き実施している。

「府省連携型研究」５課題を実施予定
①環境調和型病害防除に向けた植物免疫安
定化資材の開発
②葯培養とウイルスベクター技術を用いたリン
ゴ新育種システム構築
③乳酸菌バクテリオシンを利用した乳房炎・治
療抗菌剤の開発
④畜産領域におけるマイクロ体内ロボットの応
用
⑤地域の竹資源を活用した環境調節機能を持
つ複合建築ボードの開発

地域新生コンソーシ
アム研究開発事業

経済産業省 16,292
　１７年度より「他府省連携枠」を創設し、２０件のテー
マを採択して、地域において共同研究を実施。

　１７年度より他府省連携枠を創設
し、他府省との連携体制の更なる濃
密化を図るとともに、知的クラスター
創成事業等他府省の研究開発施策
で生み出された優れた技術シーズを
切れ目なく実用化・事業化に結びつ
けるための具体的な連携ツールとし
ている。
　公募に関する他府省の制度との合
同説明会の開催についても、地方ブ
ロック単位で実施。

　地域において新産業・新事業の創出を図るため、
大学等の技術シーズや知見を活用した産学官の強
固な共同研究体制の下で、実用化に向けた高度な
研究開発を実施する。
　平成１７年度より、文部科学省の知的クラスター創
成事業等他府省の研究開発施策で生み出された新
技術シーズを切れ目なく実用化・事業化に結びつけ
るための「他府省連携枠」とともに、複数の製品の創
出につながるような付加価値の高い高度な機能を持
つ部材を実用化するための「地域モノ作り革新枠」を
実施。

　１８年度についても引き続き他府省連携枠を
広い範囲で実施するよう努め、他府省との連
携体制の更なる濃密化を図るとともに、知的ク
ラスター創成事業等他府省の研究開発施策で
生み出された優れた技術シーズを切れ目なく
実用化・事業化に結びつけるための具体的な
連携ツールとする。
　公募に関する他府省の制度との合同説明会
の開催について、地方ブロック単位で１８年度
事業についても引き続き、計画がなされてい
る。

地域新規産業創造
技術開発費補助事
業

経済産業省 5,144
　６８件のテーマを新規に採択し、実用化技術開発を支
援。

　公募に関する他府省の制度との合
同説明会の開催について、地方ブ
ロック単位で実施。

　地域において新産業・新事業の創出を図るため、
中堅・中小企業による新分野進出やベンチャー企業
による新規創業といった、リスクの高い実用化技術
開発を支援する。

　公募に関する他府省の制度との合同説明会
の開催について、地方ブロック単位で１８年度
事業についても引き続き、計画がなされてい
る。



連携施策群テーマ名  地域科学技術クラスター

施策名 実施主体
　平成１８年度予算
額（百万円）

　戦略重点
科学技術の
対象・非対象

１７年度施策の成果 １７年度施策で実現された連携効果 １８年度施策の概要
１８年度施策で実現されたあるいはされつつあ

る連携効果
備考

広域的新事業支援
ネットワーク等補助
金

経済産業省 1,931

 産業クラスター計画の各プロジェクト参加企業におけ
る新事業開始件数は、平成１３年度から平成１５年度
まで、それぞれ約１，２００件、約６，２００件、約９，２０
０件となっており、これまでに４万件超が見込まれてい
るところ。また、ネットワーク構築に関しては、平成１３
年４月時点で約３，０００社、１５０大学の参画数であっ
たところ、平成１７年１２月には、約９，８００社、２９０大
学にまで拡充してきており、ネットワークの拡充・構築に
おいても順調に推移している。

　経済産業省の「産業クラスター計
画」と文部科学省の「知的クラスター
創成事業」とで、引き続き強固な連携
体制を構築。
　・各地域において、両省の事業成
果に関する「合同成果発表会」を共
催
　・関係自治体と両省参加による「地
域クラスター推進協議会」の設置
　・各地域クラスターにおける新事業
展開等の取組事例の紹介等を行う
「全国クラスターフォーラム」を共催。

　１８年度は、第Ⅱ期の初年度と位置づけており、今
般、これまでの１９プロジェクトを１７プロジェクトに再
編統合するとともに、新たな数値目標を定めた第Ⅱ
期中期計画を策定したところ。今後とも具体的な事業
成果を創出していくことを十分に意識しながら、17年
度に引き続き、クラスターマネージャーの配置等によ
る広域的な人的ネットワークの構築、およびビジネス
インキュベータ支援事業等を実施する。

　１８年度においても、文部科学省と経済産業
省共催の「全国クラスターフォーラム」や、全国
規模の合同成果発表会、全国のクラスター形
成活動主体が参加する全国レベルの会議を開
催する予定であり、各地域クラスターにおける
新事業展開に係る取組事例の紹介等を行うと
ともに、知的クラスター創成事業との連携の枠
組みを強化することとしている。
　また、地域に特化した会議を各地域で開催す
る予定であり、地域クラスターに関する情報交
換や今後の形成活動についての議論が行わ
れる機会を提供することとしている。

広域的新事業支援
連携等促進委託費

経済産業省 73

 全国クラスターフォーラム等の実施等、クラスター政策
の普及交流促進事業を実施することにより、クラスター
に対する相互理解が深まるとともに、地域における企
業間の交流がより一層活発化なものとなる。

　経済産業省の「産業クラスター計
画」と文部科学省の「知的クラスター
創成事業」とで、引き続き強固な連携
体制を構築。
　・各地域において、両省の事業成
果に関する「合同成果発表会」を共
催
　・関係自治体と両省参加による「地
域クラスター推進協議会」の設置
　・各地域クラスターにおける新事業
展開等の取組事例の紹介等を行う
「全国クラスターフォーラム」を共催。

　１８年度においても、知的クラスター創成事業をはじ
めとする各省庁との連携を促進するため、産業クラス
ター計画の民間推進組織同士や、クラスター的な手
法を用いて地域経済の活性化を図る支援機関間と
の連携・交流を促進する事業を実施する。具体的に
は「全国クラスターフォーラム」の実施等、クラスター
政策の普及交流促進事業を実施する。

　１８年度においても、文部科学省と経済産業
省共催の「全国クラスターフォーラム」や、全国
規模の合同成果発表会、全国のクラスター形
成活動主体が参加する全国レベルの会議を開
催する予定であり、各地域クラスターにおける
新事業展開に係る取組事例の紹介等を行うと
ともに、知的クラスター創成事業との連携の枠
組みを強化することとしている。
　また、地域に特化した会議を各地域で開催す
る予定であり、地域クラスターに関する情報交
換や今後の形成活動についての議論が行わ
れる機会を提供することとしている。

建設技術研究開発
助成制度

国土交通省 400

【概要】
地域のニーズ等に応じた実用化段階の技術研究開発
のテーマについて、地域の産学官連携等による研究開
発課題が対象
・実用化研究開発公募（100百万円）
・応募７５課題に対して採択６件（競争倍率１２．５倍）

・共同研究者に民間企業の研究者を
加え産学連携により取組。Ｈ１７年度
は以下の課題を実施
①環境共生型土砂災害防御システ
ムの開発、②緊張PC鋼棒と合成極
厚無筋壁を用いたピロティ住宅の耐
震改修、③流木に起因する洪水氾濫
防止対策の実用化、④巡回車による
舗装・伸縮装置の高頻度簡易診断に
関する研究開発、⑤潜熱蓄熱材内包
蓄熱パネルの床暖房システムの実
用化研究、⑥古タイヤゴムチップスを
用いた多機能・環境配慮型地盤材料
の開発

・実用化研究開発公募（１００百万円）
・地域再生計画に即した研究開発課題に積極的に対
応するために審査の際に優遇する等の配慮
【公募対象分野】
①地震・津波・噴火・風水害・土砂災害等による被害
の防止・軽減のうち、地域の防災・減災のための研
究、②社会資本・建築物の維持・更新を最適化する
ための研究開発、③省資源で廃棄物の少ない循環
型社会の構築、健全な水循環と生態系の保全のた
めの研究開発のうち、自然環境などを活かし資源に
転換するための研究開発、④その他、地域の課題解
決のための研究開発

現在、審査中

環境技術実証モデ
ル事業

環境省 249

３年目を迎えた実証分野については、試験実費徴収体
制の確立のための検討を実施した。また、実証済みの
環境技術に対するベネフィットを向上させるため、実証
済技術のパンフレットや機器に表示することが可能な
ロゴマークを策定した。さらに、本事業を通じた地方自
治体研究機関等の実証機関としての能力向上に寄与
してきた。

他府省等で類似事業の重複がない
ことを確認して実施。

本事業の成果を広く周知し、さらなる普及を目指すた
めのワークショップ等を開催すると共に、新規の実証
対象分野を開拓する。特に、他省の制度で開発さ
れ、実用化段階に至ったものの、普及の進まない環
境技術等があれば、積極的に対象としていく。また、
平成１７年度に検討した試験実費徴収体制による実
証を開始する。

実証関連事業のポータルサイトを作成する。
また、公募に関する他府省との合同説明会等
に積極的に参画していく。

環境技術開発等推
進費

環境省 881

平成１７年度から地域の独自性・特性を活かした研究
課題枠（地域枠）を設置することにより、優秀な提案の
あった応募者が所属する機関に当該研究開発を委託
して実施した。地域の特性に応じたきめ細かな環境対
策技術の確立を図った。

地域枠で以下の研究を実施中。
「水鳥と共生する冬期湛水水田の多
面的機能の解明と自然共生型水田
農業モデルの構築」（東北大学が研
究代表となり、NPO法人日本雁を保
護する会、東北緑化環境保全株式会
社、宮城県古川農業試験場、東北文
化学園大学、独立行政法人農業工
学研究所、宮城教育大学と共同で実
施（実施期間２年））

前年度に引き続き地域の独自性・特性を活かした研
究課題枠を設置する。この該当要件として、「地域科
学技術クラスター」対象施策である他府省の施策で
生み出された技術シーズの活用等を明確化。

公募に関する他府省との合同説明会等に積極
的に参画していく。
また、１７年度に引き続き、「水鳥と共生する冬
期湛水水田の多面的機能の解明と自然共生
型水田農業モデルの構築」を実施する。


